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Abstract：This paper says 12 merits of guardian implemented social welfare
councils; the possibility of continuing, correspondence to comprehensive area,
reduction of mental burden, correspondence to lack of remuneration, and so on.
Also I verified these merits by using survey results of Z Prefecture. And I
suggested several possible solutions to develop guardian implemented social
welfare councils. Finally, I came up with concrete measures to these solutions, to
bring about a partial separation of guardian operations, and to create a public
service as the type 1 social welfare services.
Keywords：social welfare councils, adult guardianship, Guardian by juridical person,
social welfare services
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市町社協 合計 専任 兼任 兼任事業名
1 2 － 2 日常生活自立支援事業
2 2 － 2
3 4.5 2.5 2 包括的相談窓口，CSW
4 2 － 2 地域福祉事業及び総務管理全般，日常生活自立支援事業，生活福祉資金，生活困窮者事業
5 1 － 1 日常生活自立支援事業
6 3 1 2 日常生活自立支援事業，地域福祉課長（センター長）
7 2 － 2 日常生活自立支援事業
8 7 － 7 地域福祉事業
9 3 1 2 福祉後見サポートセンター事業
10 1 － 1 日常生活自立支援事業
11 1 － 1 日常生活自立支援事業
12 2 － 2 地域福祉関連事業業務全般


















1 市町委託そ の 他
7,464千円
120千円 4,895千円 2,569千円 継続できるが苦しい
2 市町補助 353千円 235千円 118千円 十分ではないが継続に支障ない
3 市町補助独自財源
12,387千円






5 市町補助 8,208千円 6,976千円 1,292千円 十分ではないが継続に支障ない
6 市町委託 9,476千円 8,581千円 1,255千円 十分ではないが継続に支障ない
7 独自財源そ の 他
594千円
130千円 － 724千円 継続できるが苦しい
8 － 0 不明 不明 継続が困難である









11 － － － － 継続できるが苦しい













































































































































































































































お わ り に
以上，本稿は，社協による法人後見について12のメリットを仮説立てた．ま
た本調査の結果から社協による法人後見の実態把握と当該メリットの検証を
行った．そしてそれらから今後の課題を明らかにし，その具体策として成年後
見の一部を第 1種社会福祉事業として再編することを提起した．
しかし本調査項目では，メリット①，③，⑤についての検証ができなかった．
今後の調査で明らかにしていきたい．また提起した課題や具体策は，いずれも
立法論として不十分である．いかにすれば社会福祉事業化が可能であるか，引
き続き諸外国における後見制度とソーシャルサービスとの関連等を参照しつつ
検討を重ねていきたい．
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